
第2 章

民主主義と政治参加の変容

エクトル・ブリセニョ

はじめに

１９９９年に成立したボリバル憲法により，ベネズエラは大きく方向転換す

ることになった。国家・社会関係を規定する新しい政治モデルとして参加

民主主義が打ち出されたのである。当初は，チャベス政権誕生以前の１９９０

年代以降ベネズエラの市民社会が求めてきた政治参加の拡大が，チャベス

政権の誕生と新憲法の制定によって実現したと考えられていた。しかし，

チャベス政権下で参加民主主義モデルは大きくその性格を変えていく。本

章の目的は，チャベス政権下（１９９９～２０１３年）において参加民主主義

（democracia participativa）がどのように進展し，変容していったのかについ

て考察することである。本章の議論で明らかになった点を簡潔に紹介する

と，以下の３つとなる。

第１に，チャベス政権下では民主主義が，参加民主主義と大衆民主主義

（democracia popular，訳語については第１章の注５を参照）という２つの段階

を経て変容していったということ，そして参加民主主義モデルが大衆民主

主義へと変化した結果，ベネズエラ社会における市民の政治参加の可能性

が狭まったということである。参加民主主義モデルとは，NGOや住民組織
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など一定の自立性をもつ多様な市民社会組織を通じて，選挙のみならず多

様な機会において市民が直接的に政治的議論や意思決定に参加することを

促進する新たな政治モデルであり，ブラジルなどいくつかの国で実践され

てきた。ベネズエラでは１９９９年以降チャベス政権下で推進された。１９９９年か

ら２００６年までの参加民主主義の新たな実践は，既存の代表制民主主義（選挙・

代議員を通した間接的政治参加）のシステムと共存していた。しかし２００６年以

降，とりわけ２００９年以降には，チャベス政権が進めた参加民主主義モデル

は，既存の代表制民主主義のシステムとあからさまに対立するようになる。

実際チャベス大統領は，参加民主主義の最終構想は，コミューン国家（Estado

Comunal）の名のもとに具現化される大衆民主主義であるとしており，それ

は代表制民主主義を完全に廃止することをめざすものであるとする。

第２は，政府がこの新しい大衆民主主義モデルを推進する一方で，ベネ

ズエラ社会はそれに満足していないということである。実際に，地域住民

委員会（Consejo Comunal: CC）や住民総会（Asamblea de Ciudadano）など大

衆民主主義の実践組織に対する市民の政治参加を示す指数は，後にみるよ

うに２００９年以降低下している。また，社会的不満や要求を訴える市民によ

る抗議行動が，１９９９年以降減少するどころか増加していることも，新たな

政治参加のモデルに対してベネズエラ社会が満足していないことをうかが

わせる。

第３は，大衆民主主義への移行は結局のところ，より民主的な政治制度

の構築をめざすものではなく，政府が権力を集中させることにより社会を

統制し権力を維持することが目的となっているということである。

第１節 民主主義概念についての整理

２１世紀のベネズエラ政治史は，チャベス政権が提示した政治ビジョンに

よって導かれ，それに基づく国家制度改革（第１章を参照）によって促進さ

れた国家・社会関係の変容の歴史である。現在を理解し将来の展望を描く

には，ベネズエラにおける民主主義の概念を理解することが重要である。
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チャベス政権下のチャベス派と反チャベス派の間の厳しい政治対立は，異

なる民主主義概念をめぐる対立であるともいえる。そのため次節において

チャベス政権下の民主主義概念の変容を議論する前に，本節ではそれぞれ

の民主主義概念について概説する。

１．４つの民主主義概念

�１ 代表制民主主義（democracia representativa）

民主主義とは国民に主権がある政治システムである。国家権力は定期的

に実施される自由選挙を通して表現される国民の支持を基盤とする。この

考え方は１９４８年に国連が採択した人権宣言第２１条第３項に，以下のように

表されている。「国民の意思は公権力の基盤である。この意思は，定期的に

実施される真の普通・平等・秘密投票またはその他の方法で投票の自由を

保証するような手順で行われる選挙を通じて表現される」。この定義による

民主主義とは，基本的に主権者たる国民が，国民の名において権力を代表

して行使する者を選挙を通じて選ぶ「代表制民主主義」を指す。ベネズエ

ラでは旧憲法および１９９９年チャベス政権下で制定された新憲法においても，

大統領，知事，市長，国会議員，州議会議員および市議会議員のすべて，

すなわち国・州・市それぞれのレベルで行政府と議会の代表者を国民が投

票して選ぶことが規定されている。

�２ 直接民主主義（democracia directa）

直接民主主義の最も一般的な制度は，国民投票のメカニズムである。こ

れは，議員，大統領，地方首長などを選出する選挙に加えて，大統領など

公職ポストに就く者に対する不信任投票，市民による法案の発議や法律の

承認のための国民投票などを通して，国民が直接的に政治の意思決定に参

加できるシステムである。たとえば，１９９９年１２月１５日には，制憲議会が提案

した新憲法案が国民投票によって承認された。２００４年には，チャベス大統

領に対する不信任投票が実施された結果チャベス大統領は信任され，チャ

ベス政権が継続されることとなった。この不信任投票は，市民社会のイニ
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シアティブによって発議されたもので，有権者の１０％以上の署名を集めた

ことで国家選挙管理委員会（CNE）に大統領に対する不信任投票を実施させ

たのである。

このように直接民主主義とは，国民が選挙を通して公権力の行使者を選

ぶだけでなく，重要な政治決定に国民が投票を通して自らの意思を表現し，

参加することができる民主主義のことである。

�３ 参加民主主義（democracia participativa）

参加民主主義とは，直接民主主義と同様に国民が意思決定に直接参加で

きる民主主義モデルのことであるが，政治参加に新しい意味が加わる。す

なわち，上述してきた代表制民主主義や直接民主主義のように選挙や国民

投票に参加するだけでなく，意思決定が行われる場に国民が出席して，政

策の策定・実行・評価・監督などのプロセスに直接関わることである。ま

た参加民主主義は，さまざまな行政レベルにおいて市民が行政府との議論

に参加することも意味する。たとえば，国の公的医療制度を定める１９９９年

ボリバル憲法第８４条は，「コミュニティ組織は，公的医療制度にかかる政策

の策定・実行・監督に関する意思決定に参加する権利と義務がある」と規

定している。これは，（理論的には）国家当局が医療政策を策定する会合に

国民が出席し，政策について直接的に意見を表明し提言する機会を与える

ものである。

�４ 大衆民主主義（democracia popular）

大衆民主主義は，直接民主主義，参加民主主義，代表制民主主義と機能

的に対立するモデルである。大衆民主主義とは，大衆総会（Asambleas

Populares）に組織された国民が，「自主管理」によって意思決定するモデル

である。つまり，その中枢に行政権，立法権，司法権，選挙管理権力，倫

理権力というすべての国家権力を内包し，行使する。大衆民主主義におい

ては，国家権力は国民の名のもとにそれを行使する少数の代表者に委任さ

れるのではなく，コミュニティ組織が常に行使すべきものであるとする。

そのため，大衆民主主義モデルは代表制民主主義と明確に対立する。大衆
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民主主義では，権力を代表者に委任しないため，代表者を選ぶこともしな

い。大衆民主主義では，コミュニティが集団として政策，ルール，法律を

決定し，それらをコミュニティ自らが実行するとされる。

２．大衆民主主義と他の３つの民主主義モデルの相違

ここで指摘しておかねればならないのは，上記の４つの民主主義モデル

のうち，現行憲法（１９９９年憲法）が規定しているのは初めの３つのみである

ということである。現行憲法では，選挙，国民投票，公共政策企画市評議

会（CLPP，後述）など，上記初めの３つの民主主義モデルを実践するための

参加メカニズムが定められている。一方，４つめの大衆民主主義モデルは

現行憲法では規定されておらず，チャベス政権がその実践の場であるとす

る地域住民委員会やコミューン（いずれも後述）も，憲法によって規定され

た組織ではない。

また，初めの３つの民主主義モデルは，互いに共存することが可能であ

り，また相互補完的でもある。直接民主主義，参加民主主義，代表制民主

主義の制度はそれぞれが異なった領域と目的をもち，参加の範囲も異なる

ため，ひとつの国家の中に同時に存在することが可能である。一方，４つ

めの大衆民主主義モデルは以下に述べるように他の３つの民主主義モデル

と対立し，理論上共存できない（図２―１）。

さらに大衆民主主義と他の３つの民主主義モデルが根本的に異なるのは，

主権者と為政者の分離に関する点である。代表制民主主義では国民が主権

図２―１ 大衆民主主義と他３つの民主主義の非共存性

現行（１９９９年）憲法が規定 現行憲法に規定なし

共存不可代表制民主主義

直接民主主義

参加民主主義

大衆民主主義

相互に補完的，共存可

（出所） 筆者作成。
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者であることを保障するものの，政治権力を行使するのは国民の代表，つ

まり国民の投票で選ばれた代表者である。一方大衆民主主義の基本的な目

的は，主権者と為政者の分離を廃止するということである。このため，代

表者を選ぶ必要はなく，国民が自ら管理する「自主管理」制度を提案する。

大衆民主主義では国民が直接参加することで主権を自ら行使するのである。

その意図は，政党による媒介をなくして，国民が直接意見を表明し自らの

権力を行使することができるようにすることにある。

３．自由主義国家とその対立軸

チャベス政権および後継マドゥロ政権下の民主主義概念を理解するうえ

でもうひとつ重要なのは，個人の権利と国家権力の制約に関する認識であ

る。近代政治学でいう民主主義とは，実際には民主主義国家と自由主義国

家の原則をあわせもつ。自由主義国家とは，国民の大多数の意思をもって

しても国家が介入することができない個人にかかる基本的な原則や価値が

認められており，それを保障するために国家の権限と機能に一定の制約が

ある国家と定義される。私的財産，生命，宗教と思想の自由，報道の自由，

その他の個人的なことがらは，それが他者の権利を直接侵害しない限り，

自由主義国家の原則として尊重される。さらに，自由主義国家においては，

市民個人とその個人的な生活を営む権利を守ることが国家の役割であると

認識される。自由主義国家は法治国家（Estado de Derecho）において実現さ

れる。法治国家とは，市民個人の権利には国家が介入できないことを認め

る国家であり，国家が法律遵守を保障することにより国民の自由が保障さ

れる国家のことである。

自由主義国家の対極にあるのが，国家権力の行使に限界を認識しない非

自由主義国家，すなわち絶対権力をもつ絶対主義国家である。この国家モ

デルは，市民個人の疑うべくもない権利を認めず，全体の利害を守るため

には個人的領域のあらゆることにまで国家の決定を拡大する。つまり非自

由主義国家は，個人の基本的権利やそれを法律で保障するという法治国家

の原則を認識しないのである。
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自由主義国家が実現された法治国家では，法律が正義であると認識され

る。すなわち，何が正義で何が正義でないかを規定するのが法律であり，

社会でしてよいことと禁止されていることを規定するのが法律である。こ

の意味で，現行憲法第２条では，ベネズエラは「民主的で社会的な正義の

法治国家」であると謳っている。

法治国家（Estado de Derecho）の対極に位置するのが「正義による統治国

家」（Estado de Justicia）である。法治国家が法の優位性を追求するのに対し，

正義による統治国家は，法律が正義の障害となるのであれば，法律よりも

正義を優先すべきであるとする国家である。チャベス政権下の国家は，こ

の「正義による統治国家」であるといえるだろう。それを示唆する例はい

くつもある。

たとえば，チャベス政権下では，法的手続きを踏むことなく政府役人が

反政府派の政治リーダー，国会議員，一般市民の通話を録音し，それを公

開し告発することがしばしばある。これは個人の権利を保障する法律を侵

害する行為であるが，それが「正義」のためであるとして正当化される。

正式の手続きを踏まない企業や不動産の接収，不当逮捕など，政府が言

う「正義」の前に，政府自身が法律を守らないケースは多い。そのひとつ

が「ダカソ」（Dakazo）として知られる事件である。重要な地方選挙を１カ

月後に控えた２０１４年１１月に，マドゥロ大統領は，全国のダカ家電店の家電

価格が高すぎるとして，同社の各店舗に立ち入り調査を行い，利益率を最

高で３０％に抑える「公正な価格」で販売するよう強制した。この「公正価

格」の強制はその後数多くの店舗に対しても実施され，消費者が殺到して

一部混乱状態に陥るとともに，従わない店主らの逮捕者が出る結果となっ

た。ここで指摘すべきは，当時は家電製品の価格設定を規制する法律は存

在せず，あくまでも政府が「公正」と考えた価格より高いというのが，こ

の介入の唯一の根拠であったということである。このように，「正義による

統治国家」は，法律が存在しないにもかかわらず，政府が公正と認識する

水準以上の価格で製品を販売することは犯罪であるとみなす。マドゥロ大

統領が公正価格法を成立させたのは，この事件の後である。

要するに，非自由主義国家とは，その権力や役割に制限がない国家であ

第２章 民主主義と政治参加の変容
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ると定義される。最も重要なのは，それが法治国家の原則，つまり法の優

位性を認めないことである。よって，国家が正義とみなすことの障害とな

るような法律は，国家は尊重しなくてよいという解釈になる。

上で議論してきた２つの次元，すなわち「主権の行使（直接的／間接的）」

と「権力の制限の有無」からなるマトリックスに，上述の民主主義の４つ

のモデルを整理することができる（表２―１）。

４．民主主義と社会的要求の制度化

民主主義とは，その認識やモデルに違いこそあれ，社会政治的な要求を

組織を通して表明しようとする政治システムである。民主主義国家は，社

会からの要求を受けつけ，それに対応すべく政策を実行するものであり，

市民の意思や要求の実現をめざす。一方，権威主義体制は少数の市民やエ

リートの要求や期待に沿うものであり，大多数の国民の政治社会的要求は

無視され，価値のないものとされる。この意味で，民主主義と権威主義の

基本的な違いは，多数の市民の要求を正当なものとして認識し対応するこ

とができる組織が存在するかどうかにあるといえる。

代表制民主主義モデル，直接民主主義モデル，参加民主主義モデルの大

きな違いのひとつは，市民の要求と期待を把握するために市民と国家が結

ぶ関係性の強さとその頻度である。代表制民主主義においては，国家と市

民が関係性を結ぶおもなメカニズムは定期的に実施される選挙である。市

民は選挙を通じて，政府の政策や政治運営，そしてそれらに対する評価に

ついて，意見を表明することができる。

権力に対する
制限の有無

主権の行使

直接的 間接的

制限あり 参加民主主義
（自由主義的）

代表性民主主義
（自由主義的）

制限なし 大衆民主主義または
急進民主主義 熟議民主主義

表２―１ 民主主義の類型

（出所） 筆者作成。
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直接民主主義では，国民は選挙に加えて，さまざまなテーマについて不

信任投票や国民投票を通して意見を表明することができる。それらの機会

を通して国家と市民の間の関係性の強さと頻度を高めることができる。

一方，参加民主主義は，選挙や国民投票の実施を待たなくとも随時その

要求を表明することができる参加領域を構築するというもので，市民の政

治参加がかなり進んだ形態である。参加民主主義の制度は，政策に対して

国民が絶え間なく政策をモニタリングし説明責任を求めることを可能にす

る。州，市レベルといった，市民により近い行政組織によって，市民の意

見を身近な政策に反映することが期待できる。

大衆民主主義は，それらとは見方が異なり，市民と国家が同じ役割を担

うことが想定される。大衆民主主義が提案する自主管理政府は，国家組織

を特に設けず，市民自らが政策を策定，実行し，監督する制度を構築しよ

うとするものである。すなわち，社会と国家の間を介するものはなく，統

治者と被統治者が融合するのである。その結果，国家と社会は分離されな

くなる。つまり市民が行うすべての行為は国家領域に取り込まれ，また逆

に国家のアクションがすべて市民の領域に入り込む。公的領域と私的領域

の境界がなくなるのである。大衆民主主義では，国民の要求は政策の立案

システムの一部に組み込まれており，よって（理論的には）国家組織は社会

のニーズに容易に対応できるはずである。チャベス大統領によると，大衆

民主主義とは「国民，大衆が，創造的かつ効率的に活躍すること，そして

自らの日常生活や歴史的宿命に影響を与える事柄についての決定権を獲得

し，それをコントロールするために必要な領域をひろげるような政府のシ

ステム」である（Chávez２０１３，７５）。

第２節 ベネズエラにおける参加民主主義

以下では，これらの民主主義モデルがベネズエラでどのようなかたちで

表れてきたかをみていこう。１９５８年の民政移管以降４０年間継続されてきた

代表制民主主義モデルは，１９８０年代頃から徐々に国民の間に政治的閉塞感
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を生むようになった。１９９０年代以降は，それを打破して民主主義を深める

ために，代表制民主主義モデルを補完するかたちでの参加民主主義の萌芽

がみられた。このような流れに後押しされて政権に就いたチャベス大統領

は，１９９９年憲法において，代表制民主主義を補完するかたちで直接民主主

義モデルと参加民主主義モデルを導入した。しかし時間の経過とともにチャ

ベス政権の民主主義モデルは変質し，チャベス政権はそれら３つの民主主

義モデルとは相いれない大衆民主主義モデルへと移行していったという見

方を，本節では提示する。

１．ベネズエラにおける参加民主主義の先行事例

それではベネズエラにおいて参加民主主義は誰によって提案され，なぜ

それが１９９９年憲法に組み入れられることになったのだろうか。

１９７０年代に，米州キリスト教民主主義機構（Organización Demócrata

Cristiana de América: ODCA）の執行委員会がカラカスで「民主主義の再構築」

というテーマで国際セミナーを開催した。そこでベネズエラ大統領，エレ

ラ・カンピンス（Luis Herrera Campins）が行った基調講演のタイトルが「代

表制民主主義から参加民主主義へ」であった（Lopez Maya２０１１，１０）。その

内容は，まず代表制民主主義と参加民主主義を区別し，参加民主主義は代

表制民主主義を深化させたものであるとして，前者で後者を代替すること

を提唱した。

ベネズエラにおける市民参加の思想については，さまざまな場において

多様な社会アクターにより理論立てられ，実践されてきた。ロペス・マヤ

は著書『ベネズエラにおける参加民主主義（１９９９～２０１０）』において，ベネズ

エラにおける参加民主主義の礎石を，「カトリック教会，特に第２バチカン

公会議およびメデジン司教会議以降の社会思想」や「権威主義的社会主義

に覚醒した左翼思想やその実践，および欧米やラテンアメリカにおける１９６０

年代の学生運動」であるとする（Lopez Maya２０１１，７）。

カトリック教会は，１９５５年に創設されたラテンアメリカ司教評議会

（Consejo Episcopal Latinoamericano: CELAM）と１９６８年にコロンビアで開催さ
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れた同評議会の会合を通して，ベネズエラのキリスト教系政党に影響を与

えた。特に影響を受けたのが左派キリスト教系政党とキリスト教社会党

（COPEI）であった。もっとも，「その後，その影響はキリスト教グループ

を超えて社会運動にも広がっていく（中略）。これは，左派政党である社会

主義運動党（MAS）や急進正義党（LCR）の幹部が，過去にキリスト教基礎

共同体のメンバーまたは左派キリスト教系政党の党員であった，あるいは

彼らに影響を受けたか彼らに近かったからである」（Lopez Maya２０１１，９）。

このように，２大政党制の柱のひとつであったキリスト教社会党（COPEI）

が，ベネズエラにおける参加民主主義の重要なプロモーターであったこと

は興味深い。

一方で，左派政党である社会主義運動党（MAS）および急進正義党（LCR）

は，参加民主主義を直接主張することはなかった。というのも，それら左

派政党は，マルクス主義の伝統に埋め込まれた大衆組織や直接民主主義の

メカニズムが，真の民主主義と結び付いているのは言うまでもないとみな

していたからである。実際，参加民主主義をベネズエラで最初に実践した

のは，急進正義党の地方政府であった。１９８９年にボリバル州プエルト・オ

ルダスのカロニ市長となったスコット（Clemente Scott）および１９９２年にカ

ラカス首都区リベルタドール市長となったイストゥーリス，そしてアラグ

ア州の社会運動党が率いた地方政府など，地方レベルにおいて参加民主主

義の萌芽がみられた。

これらとは別に，ベネズエラにおける参加民主主義の重要な先行事例と

して，１９８９年から１９９２年まで国会内に設置された憲法改正のための両院委員

会と，１９８４年から１９９９年まで開催された国家改革大統領委員会（Comisión

Presidencial para la Reforma del Estado: COPRE）がある。同委員会では，「地

方分権化，（政党に投票する比例代表制ではなく［編者注］）候補者個人に投票

する選挙制度改正，市民が直接意思決定に参加できるように行政を市民に

開放する政治改革などに関して，新興グループと政治エリートとの間で，

コンセンサスが形成された」（Lopez Maya２００９，５１）。一方，国会両院委員会

は１９９２年に提出した報告書の中で，国民投票のように国民が直接政治参加

できるメカニズムを構築することの重要性を強調している。
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要するに，ベネズエラでは，参加民主主義に関わるおもな議論は，代表

制民主主義の枠組みのなかで議論されてきたということである。これは伝

統的政治アクターや一部の新興アクターが，１９５８年の民政移管以降の代表

制民主主義モデルの機能低下を目の当たりにして，その回復を図ったこと

による。またベネズエラにおける参加民主主義の先行事例をみると，それ

が左派政党，右派政党のいずれの内部からも生まれ，それぞれのなかで議

論されていたことは注目に値する。

これら先行事例の経験や議論のかなりの部分が，１９９９年憲法に盛り込ま

れた。「選挙に勝利してから就任するまでの数週間の間に，チャベスは制憲

プロセスのための顧問チームを編成した。それには両院委員会のメンバー

であり，かつ国家改革大統領委員会（COPRE）の委員長であったコンベージャ

ス（Ricardo Combellas）（中略）が参加しており，彼を通じて両院委員会およ

び国家改革大統領委員会の成果が引き継がれた。（中略）チームのメンバー

は多様で，チャベスは毎日その審議に参加した。（中略）このため１９９９年に

承認された新憲法は，１０年前から議論されていた憲法改正，特に市民参加

の概念に関わる議論を，直接反映している」（Lopez Maya２０１１，２２―２３）。もっ

とも，皮肉なことに，参加民主主義が１９９９年憲法に盛り込まれたことによ

り，それは１９８０年代後半以来参加民主主義を議論し促進してきた人々の成

果ではなく，チャベス大統領の政治的成果となってしまった。

最後に指摘しておきたいのは，ベネズエラのみならずラテンアメリカ各

国においても，２０世紀の最後の２０年間にさまざまなかたちの参加民主主義

の実践がみられたということである（Maingon and Sosa２００７，３４）。アルゼ

ンチンではブエノスアイレス市のコミューン（Comunas），ボリビアでは大

衆土地組織（Organizaciones Territoriales de Base），ブラジルでは政策実行評

議会（Consejos de Gestores de Políticas Públicas）および参加型予算（Prespuesto

Participativo）の事例がある。さらに，コロンビアには政府コミューン評議会

（Consejos Comunales de Gobierno），キューバには人民評議会（Consejos

Populares），チリには経済社会コミューン評議会（Consejo Económico y Social

Comunal），メキシコには近隣委員会（Comités Vecinales），ペルーには機関間

協議会議（Mesas de Concertación Interinstitucional）が存在する。
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２．１９９９年憲法における参加民主主義

１９９９年１２月に承認されたボリバル憲法は，「国民が主人公の参加民主主義」

の礎石となった。同憲法はいくつかの参加型政治組織を規定しており，そ

れによって国家と市民や市民社会組織との間に，以前よりも柔軟かつ直接

的な関係が構築されることを想定している。新憲法には国の基本原則とし

て市民による政治参加が加えられ，第６条に次のように定められている。

「ベネズエラ・ボリバル共和国政府およびその構成機関は，常に民主的で

参加型の政府であり，選挙を実施し，その国家権力は分権化され，政権交

代が行われ，責任感をもち，多元主義的で，不信任を問われる」。また第６２

条では，すべての市民が政策の形成，実行，監視に，直接および（代議員を

通して）間接的に参加する権利が示されている。

同憲法はさらに，実施可能かつ効果的な市民参加のメカニズムを以下の

ように分類している。政治的参加に関しては，公職ポストにかかる選挙，

国民投票，国民審査，公職ポストに対する不信任投票，憲法改正案の発議，

制憲議会の招集，公開市議会（cabildo abierto），意思決定に拘束力がある市

民総会などの仕組みがつくられた。一方，社会経済的参加に関する分類と

しては，社会サービス提供組織，自主管理，共同管理，金融活動をする協

同組合や預金組合，コミュニティ企業，そして相互協力と連帯の価値観に

基づいたそれ以外の社会経済的組織が挙げられる。このように，直接的か

間接的かという違いはあるものの，市民が参加するためのさまざまな制度

が新憲法によって確立された。

新しい政治制度では，政策の形成，実行，監視，評価という，政治運営

や行政のさまざまな局面において，市民が参加する道が開かれた。表２―２は，

直接参加と間接参加，そして政策の形成・実行・監視への参加という，憲

法が定める２つの参加原則が交差するマトリックス上に，憲法が定める参

加形態をまとめたものである。この表では，政策形成と監督・監査におい

ては市民が直接的に参加するメカニズムが憲法で規定されている一方で，

政策の実行においては市民の直接参加のメカニズムが憲法で規定されてい
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ないことが注目される。市民総会および公開市議会は，直接参加のための

基本的なメカニズムである。ただし，そのような参加のための制度がどの

ような構成になっており，どのように機能するのかについては規定されて

おらず，それらの根拠や原則についても説明されていない。

一方で政治への間接参加に関しては，国民投票や公職の選挙（国，州，市

レベルでのそれぞれ行政府と立法府）など，すべてが憲法で規定されている。

憲法が示す参加民主主義は，市民による直接的な政治参加，すなわち，

代表者（議員）を通してではなく，市民が直接議論や意思決定の場に出席し

て発言し，意見を述べ，行動を起こすというものである。それらの参加メ

カニズムの特徴は，それらが市やコミュニティといったミクロ領域で実践

されるメカニズムに限られるということである。ローカルなミクロ領域レ

ベルでの参加の成果がいかにして，地方，全国レベルに反映されていくの

かは，憲法で規定されていない。広域に広げた場合に参加民主主義の特長

を維持できるのかという問題について，１９９９年ボリバル憲法では解決の道

が示されないまま参加民主主義が提案され，政府の責務と定められている。

また，市民の政治参加が政治や行政にいかに反映されるかを保証するメカ

ニズムについても，明確に規定されていない。

３．国レベルの政策立案・政治参加のシステム

１９９９年憲法では地方分権化がうたわれ，連邦制は残されたものの，その

実態は変質した。同憲法では，地方分権の制度として新たに政府連邦評議

政策形成 実行 監督・監査

直接的
公開議会（議会に一般市
民の参加も認められてい
るもの），市民総会など

規定なし
公開議会（議会に一般市
民の参加も認めらている
もの），市民総会など

間接的 国民投票，憲法改正や制
憲プロセスの発議

選挙で選出された代議員
を通して

選挙，国民投票，不信任
投票，憲法改正や制憲プ
ロセスの発議

表２―２ １９９９年憲法が規定する市民参加の形態

（出所） 筆者作成。
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会（Consejo Federal de Gobierno: CFG）が設立された。同評議会は，中央政

府の代表（副大統領および大臣），各州の州知事，各州１人ずつの市長，そし

て市民社会の代表から構成される。そしてそれをトップに，州レベル，市

レベル，地区レベルにおいて，公共政策企画評議会がそれぞれ設置された

（図２―２）。これらは，それぞれ各レベルの行政府の代表（たとえば市レベルの

公共政策企画市評議会［CLPP］の場合，市長と市議会議員）と市民社会組織の

代表が一緒に議論して政策を立案していく合同会議である。

そしてこの構造の中に，市民の政治参加の最小単位として，地域住民委

員会（CC）が新たな制度として位置付けられた。同委員会は，地区評議会

（Consejos Parroquiales: CP）と公共政策企画市評議会（Consejos Locales de

Planificaión Pública: CLPP）を通じて政策立案システムに参加する。地域住民

委員会とは，コミュニティ内のことがらに関して住民が会議に出席して，

意思決定に関わる場である。住民は地域住民委員会に参加し，自分たちの

コミュニティのニーズを議論し，プロジェクト案を作成して，身近な行政

機関である市政府などに提案する。たとえば，コミュニティ内の道路建設

や上水道等のインフラ整備について議論し，自分たちで整備プロジェクト

を立案して，それを市政府に提案するといった具合である。

２００２年に制定された公共政策企画市評議会（CLPP）法により，CLPPが市

図２―２ 政策立案のための国家システム

１
連邦政府

評議会（CFG）

２４
公共政策企画調整
州評議会（CEPCPP）

３３５
公共政策企画市評議会（CLPP）

１０３５
地区評議会（Consejos Parroquiales）

地域住民委員会（Consejos Comunales）
（およびコミュニティ組織）

（出所） 筆者作成。
（注） 数は各レベルでの評議会の数。
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民社会の各領域で地区評議会（CP）と地域住民委員会（CC）のネットワー

クを形成していくことが定められた。地区評議会と地域住民委員会の役割

は，政策を形成，実行，監視，評価するにあたり，市民がそれらのプロセ

スに参加するための中心的な場となることである。また，そこで出された

意見や提案を公共政策企画市評議会（CLPP）に提案し，実現の道筋をつけ

ることである。

同法の成立により，地域住民委員会（CC）は単なるコミュニティ組織で

はなく，理論上は国レベルの政策立案メカニズムに組み込まれ，それによ

り市民の政治参加がコミュニティや市といったミクロ領域レベルを超える

最初のルートが確立したことになる。地域住民委員会は地区評議会（CP）

の下にまとめられ，地区評議会は各市の公共政策企画市評議会（CLPP）の

下にまとめられる。それはさらに各州の公共政策企画調整州評議会（Consejos

Estadales de Planificación y Coordinación de Políticas Públicas: CEPCPP）の下に

まとめられ，最後にそれは政府連邦評議会（CFG）の下にまとめられるとい

うのが，理論的仕組みである。しかしながら実際には，市民の政治参加の

影響力は，コミュニティレベル，地域住民委員会レベルにとどまり，それ

を超えると著しく弱まる。市レベルから上の評議会（州，国レベル）では，

市民参加が政策に影響を与えることはないといってよい。

公共政策企画市評議会（CLPP）は，市長や市議会議員といった，市民の

投票で選ばれた代表者（代表制民主主義制度）と，地域住民委員会（CC）お

よび近隣組合，NGOなどそれ以外の市民社会組織団体も含むコミュニティ

の代表者で構成される。この最初の段階では，地域住民委員会を基盤とす

る参加民主主義は，代表制民主主義と制度的に調和して共存する政治参加

の領域としてとらえられていた。

４．多様な政治参加の形態から，参加形態の一本化へ

当初，市民の政治参加のプロセスには，複数の制度が存在した。２０００年

から２００６年までは，地域住民委員会（CC）が質・量ともに最も拡大したが，

それ以外にもチャベス政権は政策に市民が関わるようなさまざまな参加の
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場を推進した。市民が政策の立案・実行・監視に参加できるようなメカニ

ズムは，行政府のみならず，水道，電力，通信，保健サービスなど，国営

企業などが担う分野においてもつくられた。

「水道作業部会」（Mesas Técnicas de Agua）は，チャベス政権以前の１９９３年

から１９９６年にカラカス市長イストゥーリス市政のもと開始された。これは

１９９９年には全国に拡大しはじめ，２００１年の組織法によって，上水道サービス

を提供する事業体として認知されるに至った。水道作業部会は，水道サー

ビスの受益者（住民）によって組織されたもので，水事業を実施する国営企

業のサービス内容や投資計画について，受益者（住民）が意見を出し，それ

を反映させるものである。

「都市部土地委員会」（Comités de Tierras Urbanas）もチャベス政権以前に

長い歴史をもつ組織であるが，法的基盤がつくられたのは２００２年である。

同委員会はコミュニティベースの社会政治的性格をもつ任意団体であり，

都市部で不法占拠された土地の所有権を確立するプロセスを支援し，所有

権を持たない人々にその土地の所有権を付与するための行動を起こすこと

を目的としている。

それ以外にも，電力会社が推進した電力作業部会，医療委員会，通信政

策を作ることを目的に国営電話会社（CANTV）が推進した通信作業部会な

どがある。

しかしながらこれら参加組織の大半は，ほぼすべての参加の領域と同様，

時間の経過とともに，そして後述する一連の法律が承認されたことで，地

域住民委員会（CC）に取り込まれていった。

第３節 １９９９年憲法からの逸脱
――参加民主主義から大衆民主主義へ――

１．２００６年地域住民委員会法

参加民主主義と地域住民委員会（CC）の歴史にとっての２つめの転機は，
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２００６年４月の地域住民委員会法の成立であった。同法によって，地域住民

委員会をめぐる参加の意味が大きく変質したのである。同法は，社会の平

等と社会正義の実現を掲げ，コミュニティがそのニーズや要求をかなえる

ために政策運営に直接参加することを目的に，多様なコミュニティ組織，

社会組織そして市民が参加し，団結するための場として，地域住民委員会

を規定している。

地域住民委員会は，その最高決定機関である住民総会により設立される。

住民総会には１５歳以上のコミュニティの住民すべてが参加する。コミュニ

ティの範囲は，社会的・文化的・経済的・歴史的要素を考慮して決められ，

都市部で２００～４００世帯，農村部で２０世帯から形成される。地域住民委員会は

次のように機能する。住民総会において複数の「書記」（vocero）が選出さ

れる。彼らは執行部を形成し，コミュニティ住民の参加を促進し，住民を

まとめる責務を担う。地域住民委員会が正式に認められるためには，総会

が有効に成立していることを認めるために役人が臨席していなければなら

ない。その総会における地域住民委員会の設立が認められれば，続く第２

ステップとして，地域住民委員会をコミューン大衆権力省に登録して法人

格を得る必要がある。法人格がなければ資金援助も受けられず，プロジェ

クトを実施できない（１）。

２００６年の地域住民委員会法は，地域住民委員会のあり方を大きく変質さ

せた。すなわち，地域住民委員会と市政府および州政府とのつながりを切

断し，中央政府直轄の組織へと変質させたのである。地域住民委員会は，

それまでは市政府，州政府レベルで登録され，予算審議に参加し，プロジェ

クト資金を受け取っていた。新法は地域住民委員会とそれら地方政府の関

係を切断し，代わりに大統領直轄の別組織，大衆権力大統領委員会（Comisión

Presidencial del Poder Popular: CPPP）を新設し，その管轄としたのである。

国家レベル（CNPPP，上記CPPPにNacionalのNが加わる），州レベル（CRPPP，

同様に RegionalのNを追加），市レベル（CLPPP，同様に Localの Lを追加）の

３つのレベルの大統領直轄の委員会を設立し，これらを通して地域住民委

員会にかかる権限と機能を市政府や州政府から中央政府に移した。この新

しい制度がもたらした重要な帰結は，１９９９年憲法が規定する州政府や市政
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府といった既存の組織からは独立し，それらと並行的な新たな組織を構築

したことにある。

これら CNPPP，CRPPP，CLPPPという大衆権力大統領委員会の目的は，

地域住民委員会に対して指導し，監督することにある。コミュニティが地

域住民委員会（CC）を通して出す要望や社会的ニーズを，近隣の地域住民

委員会や諸組織，地区議会，市議会，州議会などで出された要望やニーズ

と調整したり集約したりすることは，彼らの目的や責務とされていない。

その結果，それぞれのコミュニティは大統領委員会を通じて大統領に直結

する一方，近隣のコミュニティ間の関係性が薄まり，その結果地理的につ

ながるローカルな横のまとまりが失われていく。このようにして，社会の

原子化が促進される。

アレナスはこのような状況を「制度的孤立化」と呼ぶ（Arenas２０１０）。そ

の結果，市政府や州政府といった中間レベルで地域の要求を集約すること

が制度的にできなくなり，社会の細分化を招く。一方，実際には社会問題

の多くはコミュニティよりも広い地域の共通の問題として存在し，その解

決にはコミュニティからの要求を地方政府が集約し，必要があればそれを

中央政府と調整することが重要になる。しかし，このように制度的に孤立

図２―３ ２００６年の地域住民委員会法が規定する国家と地域住民委員会の関係

１
大衆権力大統領委員会（国家）

CNPPP

２３
大衆権力大統領委員会（州）

CRPPP 地域住民委員
会国家基金

FNCC３３５
大衆権力大統領委員会（市）

CLPPP

地域住民委員会
CC

（出所） 筆者作成。
（注） 数は各レベルでの委員会の数。
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した地域住民委員会（CC）を基礎とする「参加民主主義は，市民の政治参

加が地域の枠から外に広がらない。参加民主主義を，基本的政治秩序に関

して市民が意思決定に参加する領域を構築するものであると理解するなら

ば，できることは限られている」（Arenas２０１０）。この参加民主主義のモデ

ルでは，市民が決定に関わることができるのは，自らが住むコミュニティ

内の街路整備などの日常的問題に限定されてしまうのである。これは政治

とはいえない。なぜなら政治とは，共同所有にかかわる諸問題の管理では

ないからである。政治とは，共生のためのルールづくり，すなわち政治コ

ミュニティの構築であるといえる。

図２―３が示すように，地域住民委員会法の２００６年改正法により，地域住民

委員会（CC）と中央政府の間には直接的な依存関係が生まれ，地域住民委

員会は大統領からの指示の受け手になってしまった。たとえば，地域住民

委員会は，設立にあたり法人格を獲得するが，そのための登録の承認も中

央政府の管轄である。また地域住民委員会に活動資金を分配するのは，財

務省が管轄する地域住民委員会国家基金（Fondo Nacional de los Consejos

Comunales: FNCC）である。この基金は，地域住民委員会から大統領国家委

員会に提出されたプロジェクトに資金提供することを目的としている。

このように２００６年の法改正によって，地域住民委員会（CC）を通じた市

民の参加に対して，中央政府のコントロールが拡大されるとともに，地域

住民委員会は市政府など中央政府以外の国家組織から切り離されたのであ

る。

もうひとつ参加民主主義と地域住民委員会（CC）の動きに重要な変化を

与えたのは，イデオロギー統制の強化である。政府は，地域住民委員会に

対して，コミュニティ形成やプロジェクトの策定・実行などに関する支援

とともに，政治思想形成を担う組織を設立した。そして，チャベス政権に

対する支持を明確に表明しない地域住民委員会に対しては，政治的差別を

するようになった。地域住民委員会は，チャベス大統領に言わせれば「革

命の本質を成すものであり，社会主義が建設される場所である」（２）。すなわ

ち，地域住民委員会は「革命的」役割を果たすために形成されるべきなの

である。
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２００６年の法改正によって地域住民委員会が担うべき役割も広がった。政

府はこの参加領域がコミューン国家という新しいモデルの中核になると考

え始めたからである。地域住民委員会（CC）は，生活物資の販売から，外

国の攻撃からの国家防衛に至るまで，あらゆることを担わされ，多面的性

格をもつようになった。

しかしながら，地域住民委員会（CC）が担う役割が増えたにもかかわら

ず，その権限が広がったわけではない。地域住民委員会が政策の形成・実

行・監視を担うというのは，国家の役割と権限をそれらに委譲するという

ことだが，実際に委譲されるのは政策の実行や監視の部分だけであり，政

策決定には関わらない。政策を決定するのは，（地域住民委員会がアクセスで

きない）他の領域である。多くの政策が国会での議論なしに大統領令を通し

て決定されており，地域住民委員会に任されるのは，その政策が実行され

進展しているかを監視する部分だけである。

地域住民委員会（CC）に与えられた新しい役割の中に，国家防衛という

軍事的役割があることは注目すべきである。その結果，地域住民委員会お

よび社会一般に対する軍の介入や関与が拡大した。ボリバル国軍（Guardia

Nacional Bolivariana: GNB）は地域住民委員会を指導する役割を担い，市や州

に駐留して影響力を強めた。ボリバル国軍のウェブサイトには，その役割

として「大衆権力の強化を支援するメカニズムである地域住民委員会，地

区評議会（CP）および公共政策企画市評議会（CLPP）などの組織にアプロー

チすること」，そしてそれら組織の「設立と強化に協力すること」とある

（Arenas２０１０，６６）。このように，軍の総司令官でもある大統領が直接コン

トロールしやすい組織（ボリバル国軍）を通すことで，政策の策定と実行に

おける軍の役割が拡大し，軍的なものと市民的なものの境界線があいまい

になった。

また２００９年より軍の新しい構成要素として，ボリバル革命を支持する一

般市民が自発的に参加するボリバル義勇軍が加わった。その使命は，ボリ

バル国軍の活動を補強すべく防衛のために国民を訓練し，養成し，組織す

ること，そして国土の保全と主権を守るために国の秩序維持，治安，国防，

開発に寄与することとしている。さらに義勇軍は法律によって，地域住民
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委員会（CC）の総合防衛委員会の設立と強化を支援し助言する役割が与え

られた。

以上みてきた参加領域における主な変化をまとめると，次のようになる。

�州政府・市政府からの切り離しと，その結果生じた社会政治的およ
び地理的細分化。

�中央政府への強い依存。
�イデオロギー化の開始。
�役割の拡大。
�地域住民委員会に対する軍の関与の増加。

２．大衆民主主義の実現に向けて

２００９年１２月２８日，新しい地域住民委員会組織法が公布された。その１年後

の２０１０年１２月中旬，国会は議論を急ぎ，大衆権力に基盤を与えコミューン

国家の建設にかかる一連の法律を承認した。国会でこの新制度が承認され

た経緯には，特記すべき点が２つある。

第１に，これらの法律が規定する国家と社会のモデルは，２００７年１２月の

憲法改正国民投票ですでに否決されていたものであるということである（国

家選挙管理委員会［CNE］ウェブサイト）。憲法は，一度否決された改正案は

新たな大統領任期まで再提出を禁じている。しかしながら，Civilisという

NGOの分析では，否決されたにもかかわらず，その憲法改正案の内容の多

くの部分が，いわゆる「大衆権力に関する一連の法律」をはじめ，さまざ

まな手段を通して，政府によって実現されている。

第２に，これらの法律を承認した国会は，その時点ではすでに国民の支

持を受けたものではなかったということである。というのも，３カ月前の

２０１０年９月に国会議員選挙が実施され，その結果，政党間の力関係と国民

の支持が変化していたからである。この選挙では反対派（民主統一会議

［MUD］および関係政党）が４７％を得票し，チャベス派から分裂した皆の祖

国党（Patria Para Todos: PPT）の票を合わせると５０％を超え，与党ベネズエ

ラ統合社会主義党（PSUV）およびそれと連立する政党の合計（４９．７％）を上
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回っていた（巻末資料３を参照）。この選挙で選出された国会議員の就任は２０１１

年１月５日であったため，チャベス政権が推進していた「新しい国家モデ

ル」の基礎を残しておくために，新しい国会議員が就任する直前の２０１０年

１２月，チャベス派がほぼ完全に国会を支配している国会最終日までに２６の

法律を急いで通過させたのである（El Universal,５de enero,２０１１）。しかも，

過半数の賛成で成立する通常の法律ではなく，成立（および修正や廃止に）

に３分の２（１１０議席）以上の賛成が必要な「組織法」（Ley Orgánica）として

（１月以降の新国会ではチャベス派はそれに届かないため，旧会期中に）急いで

通過させたのである。

２０１０年１２月の議会で承認され，地域住民委員会組織法とともに新しい政

治制度を規定する，「大衆権力およびコミューン国家」にかかる５つの法律

とは，以下の法律である。大衆権力組織法，コミューン組織法，公共大衆

政策企画組織法，社会監査組織法，コミューン経済制度組織法。これらの

法律は，地域住民委員会を通じた市民の政治参加の性格と国家概念を変質

させた。そしてその結果，排他的，中央集権的，権威主義的な傾向が以前

よりも強まることが示唆された。

３．地域住民委員会からコミューンへ

地域住民委員会組織法は，社会をイデオロギー化し，政党に取りこむビ

ジョンを示している。同法では，地域住民委員会とは，コミュニティ組織

が公共政策を直接実行・管理するために，市民やさまざまなコミュニティ

組織，社会運動，大衆運動が参加し，結束を強める場所であると同時に，

「平等，公正，社会的正義に基づく新しい社会主義モデルの建設を目指す

ための組織」として規定されている。

このように参加領域をチャベス派勢力に取り込みイデオロギー化を進め

ることは，従来から行われていた。ひとつの例が，大統領の連続再選を可

能にする２００９年の憲法改正の是非を問う国民投票の前に，チャベス派が行っ

た賛成票獲得キャンペーンである。これは当時のファリア（Érika Faría）コ

ミューン・社会保護大衆権力大臣が呼びかけたもので，２００９年１月に地域
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住民委員会（CC）を招集し，賛成キャンペーンに積極的に参加するよう呼

びかけた。「今後地域住民委員会は，賛成委員会（政府の改憲提案への賛成票

を獲得するための委員会［編者注］）の役割を担います。これは権力組織です。

地域住民委員会以外にも，土地委員会，電力作業部会，電話通信作業部会

など，すべての組織が賛成委員会の役割を担わなければなりません。（中略）

これは政治活動だということを理解しなければなりません。（国民投票でチャ

ベス政権が進める憲法改正案の承認を勝ち取る［編者注］）戦いに集中するため

に，それ以外のいかなるプロジェクトもいったん中止しなければなりませ

ん。（中略）賛成委員会はパトロールを行い，チャベス支持者でありながら

投票しない者がないよう，監視するのです。全員を動員し，組織しなけれ

ばなりません」（３）。

新法で提示された地域住民委員会（CC）のモデルは，それが社会主義建

設をめざすものであるとの原則を掲げている。地域住民委員会の組織化，

役割，活動は，社会主義の社会政治的基盤を構築することをめざすもので

ある。たとえば，大衆権力組織法は，「国民の組織化と参加は社会主義の原

則と価値観に基づく」と述べ，大衆権力の目的は「社会主義社会の基礎を

建設するための国民の組織化である」としている。参加プロセスの目標は

すべて，「社会主義社会」「コミューン」「コミューン国家」の建設に向けた

移行であるとされ，地域住民委員会のイデオロギー化とチャベス派への政

治的取り込みが制度的に進められるとされる。

コミューン（Comuna）は地域住民委員会（CC）から生まれたものであり，

地域住民委員会はコミューン大衆権力省とともにコミューンの設立を進め

ていく責任があるとされる。しかしながら，いざコミューンが設立される

と，地域住民委員会は「自主管理」の実践において中心的役割から追いや

られ，コミューンの下部組織となる。そして，コミューンはコミューン国

家（Estado Comunal）の基本的な下部組織となる。地域住民委員会は，現行

憲法が規定している国家（市政府，州政府，中央政府など）であれ，新しく提

案されたコミューン国家（コミューン市，コミューン連邦など）であれ，地域

住民委員会より上位の行政府がつくる政策を，コミュニティのメンバーが

公務員に代わって実行する，副次的な役割にとどまる。
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コミューンとは，社会生産レジーム（すなわち生産手段の集団所有）をめざ

した経済活動を支配し参加する社会主義の領域であると定義される。そし

て，大統領が国家経済社会開発計画で描くモデルに従属する。

大衆民主主義という新しい段階では，地域住民委員会（CC）の責任と役

割が増える一方で，皮肉にもその重要性が薄まっていく。たとえば，マドゥ

ロ大統領は大統領授権法（序章注７を参照）によって「公正価格組織法」を

法制化した。これは財・サービスの利益率を制限するものであるが，この

法律が守られているかを監視する組織のひとつに地域住民委員会が挙げら

れている。つまり，地域住民委員会は政策の決定に関わるのではなく，大

統領が決定した政策を監視する役目にとどまるのである。

すなわち，ミクロ（ローカル）レベルを超えた領域では参加民主主義は実

現できないということである。コミューンは，傘下の地域住民委員会（CC）

の代表で構成されるという意味で代表制メカニズムを取り入れているのだ

が，以下にみるようにそれは大多数の意思が保証されないような代表制メ

カニズムであり，ましてやコミュニティで生活を営むさまざまなセクター

を代表することも保証しない制度になっている。つまり，非民主的な代表

モデルということができる。

コミューンにおける「自主管理」の最高機関は「コミューン議会」であ

る。コミューン議会は，以下に示すコミューン傘下の各組織の代表（「書記」

［vocero］と呼ばれる）から構成される。コミューン議会の書記の任期は３

年で，再選可能である。

�コミューン傘下の各地域住民委員会（CC）から選出された書記１名

およびその代理。

�コミューン傘下の社会生産組織から選出された書記３名およびそれ
ぞれの代理。

�コミューン傘下の「コミューン銀行」を代表する書記１名およびそ
の代理。

すなわち，コミューン議会のメンバーは，市民が普通選挙を通して選出

するのではない。市民が直接的に自らの代表を選出したり意思表明ができ

るのは，地域住民委員会のレベルだけである。それより上位のコミューン
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議会では，（市民が普通選挙を通して直接意思表明する市議会や州議会とは異な

り）市民の意思表明は地域住民委員会やその他のコミューン組織の書記を通

した間接的なものにとどまる。ましてや地域住民委員会以外の，自発的に

組織化された多様な市民社会組織（近隣組合や各種NGOなど）は，このメカ

ニズムから排除されている。コミューン体制で意思表明が認められている

のは，大統領がコミューン大衆権力省を通して推進し，それに登録が許さ

れた地域住民委員会および社会生産団体（共同社会所有［集団所有］制度の下

に組織された経済団体のこと）だけである。地域住民委員会やコミューンに対

する中央政府（大統領府）による支配は，中央政府が資金や権限を管理し，

地域住民委員会に権限を与え，さまざまな局面において規制をかけること

で，強まっていく。このように，コミューンは市民の投票によって選ばれ

た組織ではなく，大統領府に従属した組織であるといえる。

大衆民主主義を規定する一連の法律が提示するこのモデルが，従来の民

主主義モデルと異なるもうひとつの点は，ミクロ（ローカル）レベルから国

家レベルまで，今までとは異なるやり方で市民の意見や要求を集約しよう

としていることである。それは現行憲法が定めるシステム，つまり市・州・

中央のラインとは異なる新しい構造を通した集約の方法である。コミュー

ン国家の形成はコミューンから始まり，コミューンはコミューン市に集約

され，コミューン市はコミューン連邦に集約され，コミューン連邦はコミュー

ン連合に集約される。この集約プロセスがどのようなメカニズムで行われ

るのかは，まだ決まっていない。明らかなのは，その集約メカニズムが大

衆権力省の権限下にあるということであり，そのため自立的なものとはい

えず，自主管理の原則に矛盾しているということである。

要するに，コミューン国家に描かれた大衆民主主義モデルは，チャベス

派勢力への市民の政治的取り込みという，以前からみられた要素を強め，

中央政府による市民の政治参加へのコントロールを強化するものであると

いえる。地域住民委員会（CC）は，このモデルの基礎組織としての役割を

コミューンに譲り，その役割が減らされる。一方で地域住民委員会は，本

来であれば公務員の任務である政策や行政サービスの担い手となる。

最後に，コミューン国家ビジョンでは，現行憲法が規定する国家と同様，
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権力分立が定められていることを述べておきたい。まず「コミューン司法

権力」がある。これは現憲法が規定する現行の裁判所の代替的組織として

規定されており，紛争解決の方法として調停や和解を推奨するものである。

また，立法権と執行権も規定されている（「コミューン議会」と「執行評議会」）。

加えてマドゥロ大統領は，選挙を司る「コミューン選挙権力」の設立を提

案している。選挙権力は，有権者との距離を縮めるという方針のもと，投

票所の混雑を緩和し，迅速に投票が済ませられるように，新しい投票所を

開設することを決めた。従来，投票所が設置されていたのは小学校，中学

校，高校などの教育施設であったが，それに加えて，地域住民委員会（CC）

にも新たに投票所が開設されたのである。２００６年から２０１３年の間に実施され

た大統領選挙，国民投票，国会選挙では，とくに地域住民委員会やコミュー

ンなどに設置される投票所が増加している（巻末資料５）。これらの投票所

では，ほぼすべての選挙において与党ベネズエラ統合社会主義党（PSUV）

と連立政党の得票率が，同じ市内の他の投票所での得票率を大きく上回っ

ている（４）。

４．地域住民委員会への参加の実態

上でみてきたとおり，各種法律や大統領令による制度変更からは，チャ

ベス政権下において，代表制民主主義，直接民主主義，参加民主主義から

大衆民主主義へと，新しい民主主義モデルが模索されてきたことがわかる。

また，上でみてきた地域住民委員会（CC）やコミューンなど参加に関わる

組織の経験からは，国家と社会の関係が，開かれた多様なものから，閉鎖

的で排他的なものへと移行しつつあることがわかる。

大衆民主主義において最も注目されるのは，地域住民委員会（CC）とコ

ミューンが唯一の参加の場とみなされている点である。それ以外の各種NGO

や近隣組合などの多様な市民社会組織・団体は，地域住民委員会に編入す

ることを余儀なくされ，その結果，それらの組織個別の利害や意見は，あ

いまいな「一般意思」に薄められてしまい，組織の自立性も失われ，よっ

て存在意義も失われる。

第２章 民主主義と政治参加の変容

87



地域住民委員会（CC）に対する政府のコントロールが強まっているにも

かかわらず，地域住民委員会の数は増え続けている。コミューン・社会運

動大衆権力省が実施した調査によれば，全国に約４万の地域住民委員会が

設立されている（巻末資料１０を参照）。しかし一方で，ベネズエラ中央大学開

発研究所（CENDES-UVC）の調査によると，多くの地域住民委員会が解散，

消滅したか，機能を停止している。

また地域住民委員会（CC）の数が増えたからといって，それに参加する

市民の数が増えたわけではないようだ。むしろ，同委員会への政府のコン

トロールが強まるにつれ，地域住民委員会に参加する市民の割合が減少し

ているとの指摘がいくつかある。表２―３によれば，月に１回以上参加した市

民の割合は，２００７年の２７．８％から２０１２年には１９．０％に低下している。

ベネズエラ中央大学開発研究所（CENDES-UVC）の「ベネズエラにおける

民主主義の質と参加」に関する調査（５）結果では，地域住民委員会の９１％にお

いて，住民の参加が大幅に低下したと回答し，変わらないと答えたのはわ

ずか６％であった。住民の参加が減った主な理由としては，時間がない

（２９％），地域住民委員会が政治化されている（２５％），住民の無気力，消極

地域住民委員会
参加率

政党参加率（％）

月に１回以上＊ 年に１，２回 一度もない 全体

月に１回以上＊ ７３．６ ２８．６ １５．１ １９．０

年に１，２回 ５．７ ３５．７ ９．５ １０．２

一度もない ２０．７ ３５．７ ７５．４ ７０．７

計 １００ １００ １００ １００

年
地域住民委員会参加率（％）

月に１回以上 年に１，２回 一度もない

２００７ ２７．８ ７．７ ６４．６

２０１０ ２４．５ １４．４ ６１．１

２０１２ １９．０ １０．２ ７０．８

表２―３ 地域住民委員会およびコミュニティ改善委員会参加率（２００７～２０１２年）

（出所） LAPOPウェブサイトより筆者作成。

表２―４ 政党参加率と地域住民委員会参加率

（出所） 表２―３と同じ。
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性（２５％）が挙げられている。

地域住民委員会と政党との強い関係性は，表２―４によっても確認できる。

地域住民委員会への参加率が最も高いのは，政党参加率も高い市民である。

政党活動に月に１回以上参加している市民の７３．６％は，地域住民委員会に

も同様に月１回以上の頻度で参加している。逆に，政党に参加しない市民

の７５．４％は，地域住民委員会にも参加していない。また，先に紹介したベ

ネズエラ中央大学開発研究所の「ベネズエラにおける民主主義の質と参加」

に関する調査では，地域住民委員会の６０％が内部で政治問題が生じたこと

があると回答している。

このように，政府が参加民主主義の名のもとに地域住民委員会（CC）の

設立やそれへの参加を強力に推し進めているにもかかわらず，それらへの

参加が停滞していることは注目される。また，ラテンアメリカ各国で参加

民主主義への支持を尋ねる世論調査（LAPOPによる調査。巻末資料１１を参照）

においても，ベネズエラでは２００８年以降参加民主主義への支持が縮小して

いること，また他のラテンアメリカ諸国の平均と比べても低いことが示さ

れている。

政府が政治参加を推進する一方で，それがベネズエラ社会に受け入れら

れていないということである。これは，チャベス政権が推進する参加モデ

ルの性格に関係すると考えられる。政府が市民の政治参加に介入し，指示

を出すという政治参加のかたちや，社会主義を受け入れない組織は排除す

るという排他的な性格により，参加領域が政府によって支配されていると

いう認識が生まれていると考えられる。実際，前述の「ベネズエラにおけ

る民主主義の質と参加」に関する調査では，地域住民委員会（CC）の４９％

が「与党ベネズエラ統合社会主義党（PSUV）と頻繁に接触する」，３９％は

「頻繁ではないが接触する」と回答しており，地域住民委員会のほぼ９割

が与党と関係があることがわかる。

ベネズエラにおいて参加民主主義が市民の支持を失っているのは，チャ

ベス政権がコミューン国家の名のもとに，代表制民主主義の制度（市政府や

州政府など）を，参加民主主義モデルによって代替しようとしていることと

関係していると考えられる。２０１０年に与党ベネズエラ統合社会主義党（PSUV）
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選出のアンソアテギ州知事が述べた以下の言葉がそれを象徴的に表してい

る。「最高の知事とは，州政府を解体させる知事である。最高の市長とは，

市政府を解体させ，その権限と権力を地域住民委員会に移転する市長であ

る」。

こうして，「正義による統治」の名のもとで，法律でさえ政府の行動を制

限できていない状況のなか，代表制民主主義の政治領域をも否定する国家

主義的，権威主義的傾向が強まっている。権威主義的国家では，経済社会

的決定が国家によって独占され，自由が急速に制限されていく。全員が賛

成することこそが参加民主主義であるとしてそれを支持・推進しようとす

るベネズエラ社会の一部に，すでにそのような傾向がみられる。個人は大

衆のなかに埋没し，大衆こそが国民の唯一の意思の発現であるとし，完全

調和的な社会のなかで国民の声はひとつだけであり，それと異なる意見を

もつものは，個人または自分の属する集団にとってネガティブな利害を主

張しているにすぎないとする危険な考え方である。前出の世論調査による

と，参加民主主義を支持する人々の５６％が，反政府派政党の自由を制限し

てもよいと回答しており，参加民主主義を支持する人々の間で，政府と異

なる意見は国民の意思表明の障害とみなす傾向がみられる（巻末資料１２を参

照）。

第４節 政治参加と社会抗議デモ

民主主義とは，市民の意見や要求を集約し，それにこたえ，市民を満足

させる制度を整備する政治システムである。参加民主主義は，政策に対し

て市民が，選挙という特定の機会にかかわらずいつでも意見を表明するこ

とができる参加領域をもつのであるから，政府は市民の意見や要求をより

多く受け入れ，対応することが可能になるはずである。

抗議デモを，解決が見出せない要求への不満や社会的圧力を極端なかた

ちで示す政治手段と定義すれば，参加民主主義ましてや大衆民主主義制度

のもとでは，不満を訴える手段が数多く存在し，いつでも参加可能である
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抗議デモ参加
（過去１２カ月）

地域住民委員会参加（％）

月に１回以上 年に１，２回 １度もない 計

参加する ４０ １３ ４７ １００

参加しない １８ １０ ７２ １００

計 １９ １０ ７１ １００

表２―５ 地域住民委員会参加と抗議デモ参加

（出所） 表２―３と同じ。

ことから，社会的・政治的な抗議デモは減少すると考えられる。しかし現

実は，この仮説と矛盾する結果を示している。１９９９年から２０１３年の間に，抗

議デモは年間８５５件から４４１０件へと５１６％増加している（巻末資料１３を参照）。

とくに市民の政治参加をほぼ完全に地域住民委員会（CC）のみに制限する

法律が承認された２００９年以降，抗議デモが大幅に増加していることがみて

とれる。すなわち予想に反して，参加民主主義や大衆民主主義の進展は，

社会の意見や要求を満足させていないのである。それどころか，これらの

プロジェクトが進むにつれて国内の対立が増大し，満たされない要求が蓄

積され続けている。

地域住民委員会（CC）への参加と抗議デモへの参加をみると，予想に反

して，地域住民委員会の参加者の抗議デモへの参加割合が高い（表２―５）。こ

のことから，抗議デモ参加者は，地域住民委員会への参加を通しても問題

を解決することができず，結局は最終手段として抗議デモで圧力をかける

しかなかったのであろうということがうかがえる。抗議デモは，制度的対

応能力が低い国家に対して，国民が意見表明する政治社会的ツールのひと

つとなっている。地域住民委員会参加者の多くが抗議デモに参加している

ということは，チャベス政権の対応能力が低い，あるいは参加民主主義か

ら大衆民主主義へと変質したチャベス政権の民主主義モデルそのものが，

国民の要求を受けとめ，問題を解決するという機能を果たせていないこと

を示唆しているのではないか。
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むすび

ベネズエラでは，１９７０年代ごろからさまざま政治アクターが政治参加の

議論と実践を少しずつ重ねてきていた。チャベス大統領はそれらのアイデ

アや経験を自分の政治議論に取り込み，「国民が主人公の参加民主主義」を

標榜して１９９９年に政権に就いた。そのため，今日参加民主主義をキリスト

教社会党（COPEI），社会主義運動党（MAS），急進正義党（LCR）などと結

びつけて認識する国民は少なく，それはチャベス政権の革新的成果として

認識されている。しかしチャベス政権は，長年ベネズエラの政治社会で醸

成されてきた参加民主主義の理念を，実際には大衆民主主義へと変質させ

ていったのである。

チャベス政権は，市民の政治参加を実現する組織として，従来から存在

していた自発的に組織されたNGOや近隣組合などの市民社会組織を排除し，

地域住民委員会（CC）とコミューンのみに参加のチャンネルを開いている。

これらは政府によってコントロールされ，国家による社会統制の手段とし

ての役割，あるいは行政組織の下請け作業を担わされており，自立的な市

民社会組織とは言えない状況にある。一方で，政権に与しない自立的な市

民社会組織は，政府によって存在が認められていない。おそらく何よりも

深刻なのは，地域住民委員会やコミューン以外の市民社会活動を政府が参

加組織として認めなくなったため，市民社会組織や社会ネットワークが弱

体化し，社会の組織力，関係構築力が低下していることである。チャベス

政権期（とくに後半以降）において政府の権威主義的性格が強まったが，そ

の背景には，地域住民委員会やコミューンなどの参加組織を通じて国家が

社会領域にも入り込み肥大していることと，国民のあらゆる社会生活をそ

れらの組織に凝縮しようとする，政府の脅迫的ともいえる強い意志がある

と考えられる。
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〔注〕

�１ 地域住民委員会登録のための所定の手続きの書式を，以下のコミューン・社会運
動大衆権力省のウェブサイト（http://www.mpcomunas.gob.ve/formatos/）からダウ
ンロードできる。

�２ チャベス，テレビ番組「Aló Presidente（もしもし大統領）」２０１０年２月７日第３５１
回放映。

�３ http://www.mps.gob.ve/safonacc/index.php?option=com_content&task=view&id=
２０＆Itemid=２８
�４ 国家選挙管理委員会（CNE）ウェブサイトの資料より筆者計算。
�５ 筆者は，PG―２６―８１６０―２０１１／１「ベネズエラにおける民主主義の質と参加，地域住民
委員会の場合」と称するプロジェクトを通してデータ提供を受けた。CD-CH/UCV
（ベネズエラ中央大学科学人間開発研究所）に感謝を表明する。
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